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温泉地学研究所における「神奈川県西部地震」の取り組み

神奈川県温泉地学研究所 *
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1. はじめに

神奈川県西部地域のテクトニクスは、他の地域では見

られない特色がある。それは、フィリピン海プレートが

大陸プレート、太平洋プレートとぶつかり合っているこ

とによって生じている。

伊豆半島から神奈川県西部に分布する火山群をのせた

フィリピン海プレートは、丹沢山地に衝突し・足柄山地

を形成している。衝突の状況は国府津・松田断層や神縄

断層などの活断層として現れている。また、小田原付近

における過去の被害地震の発生や箱根火山、神奈川・山

梨県境付近などの活発な地震活動にも及んでおり、1990

年代に県西部地域を震源とするマグニチュード（地震規

模、以下Ｍとする）7 級の地震が発生する可能性が指摘

されている。

そのため、神奈川県環境部では神奈川県西部地震対策

を重点施策とし、検討を進めた。その一環として、温泉

地学研究所では神奈川県西部地震の予知研究に取り組み、

あわせて観測体制充実のため、地震・傾斜観測施設と地

下水位観測施設の増設及び光波測量、GPS 測量などによ

る地殻変動観測網などの整備を進め今日に至っている。

ここでは、温泉地学研究所が進めてきた地震観測事業、

神奈川県西部地震に関する取り組みの経過及ぴ今後の取

り組みの方針等をまとめ報告する。

2. 神奈川県西部地震

2－1　神奈川県およびその周辺部の被害地震

神奈川県は有史以来数多くの地震災害に見舞われてき

た。これらの被害地震は、大陸プレート、太平洋プレー

ト、フィリピン海プレートが関東`東海地域で複雑に重な

り合っているために生じている。

相模トラフ沿いでは、Ｍ８クラスの地震がたびたび発

生している。1703（元禄 16）年の「元禄地震」や 1923（大

正 12）年の「関東大地震」は、大陸プレートとフィリッ

ピン海プレートの境界で発生した M8 クラス地震の代表例

である。ひとたび発生すれば、強い振動と津波の発生に

よって、その被害は甚大で、広範囲に及ぶ。

県下の浅いところでは、Ｍ７クラスの地震が発生して

いる。このタイプの地震は「直下型地震」とも呼ばれて

いる。

1633（寛永 10）年「寛永小田原地震」、1782（天明）

年「天明小田原地震」、1853（嘉永 6）年「嘉永小田原地

震」等がこの種の地震にあたる。

プレート境界で発生した M8 クラス地震とくらべると、

被害は震源域に集中しやすい。



－5－



－6－

また、震源域が海底に延びていた場合、津波を発生する

こともある。

津波による被害は相模湾沿岸の各地で発生している。

これらの津波は、相模湾で発生するＭ７クラス以上の

地震、房総沖で発生するＭ８クラスの地震によって生じ

ている。代表的な災害例として「元禄地震」や「関東大

地震」の津波が挙げられる。

一方、上記にあげた 2 例のＭ８級の地震より被害は小

規模であるが、県内には「やや深発地震（深さ 100～150

㎞）」、箱根火山内の「火山性地震」や火山周辺部の「極

浅発地震」によって被害が発生することがある。「やや深

発地震」の例としては 1992（平成 4）年東京湾（M5.9）

や 1995（平成 7）年相模湾（M5.2）、また火山周辺部の「極

浅発地震」の例としては 1994 年箱根外輪山南部（M4.8）

の地震が挙げられる。

県内に大きな被害をもたらした地震を「新編日本被害

地震総覧（宇佐見、1996）」にもとづいて表 2．1．1と図

2．1．1 にまとめた。なお、房総沖などの津波被害を起

こした大地震はこの図表から除外した。

2－2　地震の繰り返し間隔

神奈川県とその周辺地域における地震の繰り返しにつ

いては、古くは鎌倉の烈震を調べた河角（1963）による

69 年周期説が知られている。河角は鎌倉に強震以上の震

度を与えた関東一円の地震史を調査し、統計的手法によ

り、今後、鎌倉が地震の被害を受けると予想される可能

性を「地震力の期待値」として求めた。この調査は、特

定の地域に発生する地震の繰り返し間隔を求めたもので

はなく、異なる震源によって、同一地域が被害を受ける

周期性を求めたものであった。

一方、小田原付近では「小田原地震」と呼ばれる M7 級

の被害地震が繰り返し発生し、その都度小田原城とその

城下は大きな被害にみまわれていた。

地震に伴う小田原城の再建や修復の歴史は、以前から

知られていた事実である。

2－3　地震発生の指摘

石橋（1977、1985 など）は小田原付近に発生した歴史

地震を検討し、17 世紀以降、約 73 年の間隔で繰り返し

発生していることを示した。

そして、近い将来再び M7 級の地震発生の可能性を指摘
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した（図 2.3.1）。この、地震発生の地学的な解釈として、

南関東に対して北北西進するフィリピン海プレートが伊

豆半島北方で衝突した結果、相模湾北西部のフィリピン

海プレート内部に新たな割れ目が生じ、それが神奈川県

西部地震を起こしている断層であるという作業仮説を示

し、この断層を「西相模湾断裂」と呼んだ（石橋、1988a、

1989b）。

他の研究者においても、小田原周辺において被害地震

が歴史的に繰り返している事実は、共通の認識として受

けとめられている。しかし、震源の位置や地震の規模が

地震毎に異なっているため・.研究者毎に断層モデルや地

震像が提案されている（吉田、1982、松田、1985、Ishida

and Kikuchi、1992 など）。これら諸説は、岡田（1993）

によって（Ａ）プレート境界説、（Ｂ）地震空白説、（Ｃ）

プレート断裂説、（Ｄ）プレート内破壊説の 4 つに大きく

分類・整理されている（図 2.3.2）。

2－4　国の研究プロジェクト

1987（昭和 62）年、科学技術庁研究開発局は、Ｍ７級

の内陸地震の予知研究プロジェクト「地震テクトニクス

のモデル化及びＭ７級内陸地震の予知手法に関する研

究」を発足させた。
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このプロジェクトはＭ７級の内陸地震の予知研究に関

しては初期段階の状態であるが、直下で発生するためＭ

８級の海溝型地震と同様、一度発生すると甚大な被害を

与えることが予想される。そのため特定の地域として相

模湾北西部の小田原付近を研究フィールドに設定し、精

度が高く効率的な新しい観測・研究手法を開発すること

が目的であった。

研究期間は 1987（昭和 62）年度～1988（平成元年）度

を第 1 期、1989（平成 2）年度～1990（平成 3 年）度を

第 2 期とする計 5 年間であった。プロジェクトには研究

推進委員会が設置され、国立防災科学技術センター（現

防災科学技術研究所）、気象庁、建設省、海上保安庁、大

学等の各関係機関とともに温泉地学研究所も参加した。

この研究プロジェクトの主要課題として、石橋氏の提

唱した西相模湾断裂の検証を課題とした構造探査の必要

性があげられた。構造探査は地形調査、測地測量、重力

調査、人工地震探査等の手法が用いられた。

構造探査は国府津・松田断層と神縄断層を調査した後、

足柄平野西縁の潜在断層が調査された。

その結果、足柄平野西縁に東落ちの断層らしい構造の

存在が認められたものの、西相模湾断裂の検出までには

至らなかった（科学技術庁研究開発局、1991）。

2－5　神奈川県の施策

神奈川県西部地域の地震発生の指摘を受けた神奈川県

は、防災対策を進めるため、1989（平成元）年度「神奈

川県西部地震問題懇話会」を設け、予測される地震像、

被害の特徴及び対応策について検討した。

懇話会は横浜国立大学、村上處直教授（当時）を委員

長に、建設省建築研究所の石橋克彦（現神戸大学教授）

をはじめ国立防災科学技術センター、東京大学地震研究

所、神奈川大学、東京工業大学等の外部委員に加え、温

泉地学研究所長及び防災消防課長で構成された。

懇話会における検討結果は 1990（平成 2）年 3 月「神

奈川県西部地震に関する提言」としてまとめられた。

その後、これに基づいて「県西部地震対策基本指針」

が策定された。

これらの結果を踏まえ、1991（平成 3）年度、神奈川

県西部地震対策は県の重点施策となり、事業化された。

1993（平成 5）年度には基本指針に沿って、「神奈川県

西部地震被害想定調査」が実施された。この調査では、

神奈川県西部地震が発生した際の具体的な対策が検討さ

れ、報告書としてまとめられな（神奈川県環境部防災消

防課、1993）。

この報告書で、小田原付近に発生が予想されている M7

級の地震に「神奈川県西部地震」という名称が付された。

まだ起こっていない地震に名前がつけられたのは「東

海地震」に次いで 2 例目のことである。図 2.5.1 に被害

想定調査で用いられた神奈川県西部地震の断層モデル、

図 2.5.2に想定震度分布を示す。

その後、神奈川県では 1995（平成 7）年 1 月 17 日阪神・

淡路地域に大震災をもたらした兵庫県南部地震を契機に

地域防災計画の見直しを進めた。そして、1995（平成 7）

年 9 月、東海地震、神奈川県西部地震、南関東地域の直

下を震源とする地震を想定した「神奈川県地域防災計画」

に改訂された（神奈川県防災会議、1996）。

この改訂では、これ以前にはなかった「地震に関する

観測・調査研究の推進」が盛り込まれた。

この項目では、温泉地学研究所における地震予知研究

の充実を図るため、観測地域を県東部に拡大するととも

に、各種観測施設機能の充実を図ることが定められた。

また、神奈川県では地震・防災対策の総合的展開を図

っていくため、災害対策本部室、総合防災センター、温

泉地学研究所をハード 3 点セットと位置付け「防災 3 点

セット」と呼んでいる。

総合防災センターは、災害時は災害応急活動の中央基

地、平常時には防災知識の普及啓発拠点として、1994（平

成 6）年 4 月厚木市にオープンした。施設内には県内最

大（1,700m2）の広さを持つ災害用倉庫に、各種の防災資

材や生活支援物資を大量に備蓄している。

また、防災知識の普及として地震や風水害など各種の

体験フロアや展示コーナーを設け、無料で解放している。

災害対策本部室は 1993（平成 5）年 4 月に県庁内に設

置され、最新の情報処理システム「防災情報ネットワー

クシステム」を備えた。このシステムは県内の気象情報、

地震や気象の被害情報などが即時に把握できる災害対策

の指令塔の機能を持つものである。なお、地震発生時、

速やかに県内各地の震度情報を収集し、応急対策活動を

支援するため、1992（平成 4）年度に「強震観測テレメ

ータシステム」が構築されている。
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この強震観測システムは県内 16 ケ所（表 2.5.1、図

2.5.3）に計測震度計を設置し、地震発生時に震度、最大

加速度、加速度波形を防災情報ネットワークシステムに

収集するとともに、ISDN 回線により温泉地学研究所にも

収集されるシステムであった（杉原、八巻、1994）。その

後、平成 8 年度 9 月補正予算及び消防庁の補助を受け・

計測震度計を県内市町村 37 ヶ所（表 2.5.2、図 2.5.3）

に設置し

た「震度情報テレメータシステム」に更新された。その

ため、「強震観測テレメータシステム」は 1997（平成 9）

年 4 月から県庁へのテレメータを中止し、現地観測のみ

となっている。

3.　温泉地学研究所における地震観測事業

3－1　地震観測の始まり
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温泉地学研究所の地震観測事業は、神奈川県土木部の

所管していた箱根地震観測所が、1968（昭和 43）年 4 月

に温泉研究所（現温泉地学研究所）へ移管されて始まっ

た。当時、温泉研究所では箱根火山の温泉成因の研究を

進めており、箱根火山の地震活動と地下での温泉の沸騰

活動を結びつけるモデル提案に生かされた（Oki and

Hirano、1974）。これにより、箱根火山の地震活動は温泉

の成因と密接な関連にあると位置づけられ、温泉研究所

の事業の 1つとなった。

この事業によって、箱根火山における過去の地震活動

や箱根カルデラ内の震源分布、箱根群発地震の特性等を

明らかにすることができた（平賀、1987）。この事業を始

めた当時の観測システムは有線隔離記録方式による煤書

き記録であった。ぞの後、地震観測範囲は箱根火山から

県西部地域に拡張した。観測所の位置や記録方式に若干

の変更があったが、この観測システムは 1988（昭和 63）

年度に電話回線を用いたテレメータ方式に変更されるま

で続いた（神奈川県温泉地学研究所、1992）。

3－2　地震を課題とする研究所の取り組み

温泉研究所（現温泉地学研究所）では、温泉成因論と

の関連から箱根火山の地震観測を始め、火山性地震の発

生機構について調査・研究を進めている。

1976（昭和 51）年 4 月に温泉研究所は、機構改革に合

わせ、研究所のあり方を議論し、研究所の改革案を作成

した。

改革案は県土の地学的研究の重要課題として、地震の

研究を主要業務の一つとするものである。

その根拠として、国では広域にわたる大地震の観測網

を設置しているが、地域的なＭ７級の直下型地震の観測

を行っていないこと。箱根火山を含む県西部地域は、交

通の要所であるとともに国際的観光地で人口密集地であ

ることから、地震発生時の被害は大きなものになること

等が挙げられた。

すなわち「災害は人間との関係で問題となるのであっ

て、自然の活動エネルギーの大小だけでは決まらない」

とする考え方を基に、国が行わない地域的な地震予知研

究を業務課題とした。この改革案に沿った最初の取り組

みとして、1976（昭和 51）年 4 月、水井戸や温泉の水位

及び温度の観測から地震の前兆を捉え、地震の調査研究

を行う民間グループ「なまずの会」の活動がある。

この会の結成当初、国や大学等からは地下水位観測は、

地震予知研究の手法として支持されていない時代であっ

た。

大木所長（当時）は、会の結成にあわせ、水位を簡単・

正確に観測する機器として、1 ㎜単位の変化を表示でき

るデジタル水位計を考案し、会員の井戸に設置した。

当時、伊豆半島を始め神奈川県周辺は地震活動が活発

であったため、会員の観測による水位異常変化データを

多く蓄積することができた（大木・平賀、1980）。

その後、これらの会の活動とともに水位変化のデータ

ーが評価され、現在では地下水位観測は国や大学などで

も`地震予知研究の主要手法の 1つとなっている。

「なまずの会」の活動による地震予知研究の取り組み

は、その後の温泉地学研究所における事業展開の基礎と

なり、地下水位観測施設の設置とともに、新たな観測手

法の導入などへ発展し、今日に至っている。

3－3　地震観測のテレメータ化

地震観測のテレメータ化（集中管理）は長年の懸案で

あったが 1988（昭和 63）年度に実現した。

これ以前にテレメータ化は大木や平賀を中心に研究所

をあげて取り組んだが果たせなかった。しかし、研究所

の改革案の方針とともに前述の科学技術庁の研究プロジ

ェクト「地震テクトニクスのモデル化及びＭ７級内陸地

震の予知手法に関する研究」が弾みとなり、事業化され

た。

科学技術庁の研究プロジェクトに先立ち、神奈川県環

境部長は科学技術庁防災科学技術推進室長から、温泉地

学研究所の行っている地震観測等に関するデータ提供の

協力依頼を受けた。神奈川県では、この要請に答えると

同時に、県においても県西部地震の予知研究を推進する

ため、従来の観測施設の更新とテレメータ化を予算化し

た。

この事業により、地震観測点は温泉地学研究所の入生

田観測点 1 点に加え、箱根火山内 6 点、丹沢山地 2 点の

計 9 観測点となった。また、新たな観測として傾斜計（3

ヶ所）及び地下水位（3ヶ所）の施設を設けた。

傾斜観測は、箱根火山内に 100m の観測井を掘削し、地

震計とともにボアホール型傾斜計を設置した。

地下水位観測では、小田原（深さ 150m）、南足柄、大

井（深さ.300m）に専用の井戸を掘削し、圧力式水位計を

設置した（詳細は観測手法の項を参照）。これらのデータ

は、全て電話回線を用いたテレメータ方式で温泉地学研

究所へ伝送されている。
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研究所内には、観測室を設け、各観測のモニター記録

や記録を収録・解析する「地震・地下水位観測システム」

を構築し、データ処理システムを整えた（伊東ほか、1990）。

3－4　観測施設の増設及び充実

これらのテレメータ化事業に引き続き、1991（平成 3）

年度に神奈川県西部地震対策は県の重点施策となった。

温泉地学研究所においても「県西部地震予知研究事業」

を起こし、観測施設の増設と充実を図った。

この事業を 1993（平成 5）年度までの 3 ヶ年計画で進

め、地震、傾斜、地下水位観測施設の増設を行った。ま

た、傾斜計の補正を行う目的で箱根・芦ノ湖の水位、早

川の水位、真鶴港の潮位の観測を始めた。さらに、新た

な観測としてレーザ光を用いて直線距離を測る光波測量、

及び人工衛星からの電波を受信して受信地点の位置を測

る GPS 測量（GlobalPositioningSystem）による地殻変動

観測の導入を図った（伊東、1994）。

その後、1996（平成 8）年度補正予算において箱根火

山西側の観測を充実させるため、静岡県裾野市に 100m の

観測井を掘削し、地震・傾斜観測施設を増設した。この

施設の設置にあたっては、科学技術庁が平成 8 年度に新

設した生活・地域科学技術研究施設整備費補助金による

1/2 補助の適用を受けた。

一方、観測施設整備が進む中、温泉地学研究所の庁舎

も 1995（平成 7）年 4 月に箱根町湯本から小田原市入生

田へ新築移転した。これは 1991（平成 3）年 8 月神奈川

県の「試験研究機関再編整備委員会」により温泉地学研

究所を移転・新築の上、再編整備することが決定された

ことを受け、行われた。また、同時に地震防災対策上の

「防災 3点セット」としての役割をも担っていた。

テレメータ化を図った 1989（平成元）年以降の観測施

設の設置状況を表 3.4.1、1998（平成 10）年 4 月現在の

県西部地域の観測施設分布を図 3.4.1、観測施設一覧を

表 3.4.2 として巻末に示す。また、この間の予算及び職

員数の推移について、温泉地学研究所と県庁の防災関係

部門を対比して図 3.4.2、図 3.4.3 に示す。なお、予算

では総合防災センター、温泉地学研究所の建物工事関係

は除いてある。図 3.4.2 では、温泉地学研究所における

地震部門の予算が、テレメータ事業に着手した 1988（昭

和 63）年から 1993（平成 5）年にかけて大幅に増えてい

ることがわかる。また、1994（平成 6）年以降の地震部

門以外の予算が増えている。

これは、庁舎の新築移転に伴って整えた実験機器類の

リース料および温泉地学研究所総合研究システム開発事

業費による増額である。

3－5　他機関データの取り込み

温泉地学研究所の観測施設整備は国・県の役割を踏ま

え、気象庁や大学など関係機関との重複観測を避け、相

互協力を基本に計画を進めてきた。テレメータ化事業に

着手した当初、地下水位、光波測量、ＧＰＳ測量などは

県西部地域において他機関では行われていない観測であ

った。

その後、ＧＰＳ測量に関しては 1994（平成 6）年より

建設省国土地理院が広域の地殻活動をリアルタイムで監

視し、地震予知に役立てる目的で全国規模の観測網の整

備を始め、その一環として神奈川県内にも多くのＧＰＳ

観測点が設置されている。
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地震データに関しては、以下の 3 機関との間で地震波形

データの実時間利用を図り連携している（図 3.5.1）。

（1）科学技術庁・防災科学技術研究所の南足柄観測点

と温泉地学研究所の駒ヶ岳観測点の交換による相互利用

（1990（平成 2）年 10 月より）

（2）建設省・建築研究所の湯河原・幕山観測点のデー

タの取り込み（1990（平成 2）年 10 月より）

（3）東京大学地震研究所の 16 観測点（県内 4 ヶ所、

県外 12 ヶ所）と温泉地学研究所の 12 観測点の交換によ

る相互利用（1996（平成 8）年 4 月より）。

その後、東京大学地震研究所の箱根観測点の廃止（1997

年 11 月 16 日）、温泉地学研究所の静岡県裾野市の観測点

増設により、1998（平成 10）年 4 月現在では東京大学地

震研究所の 15 観測点（県内 3 ヶ所、県外 12 ヶ所）と温

泉地学研究所の 13 観測点の交換による相互利用となって

いる。

4．　国や大学の地震調査・研究体制

1965（昭和 40）年、文部省の測地学審議会によって建

議された第 1 次地震予知計画が「業務として地震警報を

出すという地震予知の実用化」を目指し、スタートした。

その後、この計画は約 5 年毎に修正され、現在は、1994

（平成 6）年から 1998（平成 10）年までの第 7 次地震予

知計画が進行している。

このような中、1997（平成 9）年 6 月 27 日測地学審議

会は、同審議会地震火山部会による東海地震を含む大規

模地震の発生を直前に予測し警報を出す「予知の実用化」

は困難だとする評価報告書（測地学審議会地震火山部会、

1997）を了承した。
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その報告の概要は次のようなものであった。

・地震発生の時期、場所、規模を事前に警報を出せるほ

どの確かさで予測するのは、現段階では一般的に困難。

・「東海地震」は直前の地殻変動が大きく、すぐに判定が

できれば警戒宣言は可能だが、変動が小さい場合には予

知は困難。

・予知の実用化が困難な現状を広く社会に伝え、それを

前提とした地震災害の軽減策を検討することが望ましい。

・今後の研究は地球科学の基礎研究を重視し、各機関が

横断的に取り組むことが必要。

この報告では、第 1 次から現在の第 7 次まで進めてき

た 30 数年間の地震予知計画全体の総括を行った上で、今

後は「到達度の評価が可能な目標を設定して、それに向

かって逐次的に計画を推進し、各時点での研究成果を社

会に適切に還元していくことが必要である」としている。

これまで、地震予知に関する問題は、一地震学会や関

連学会、シンポジウム等で活発な議論が行われたが、7

次計画までに地震予知の実用化は十分な進展は見られな

かった。しかし、地震予知の基本となる地震発生場に関

する理解は、この 30 年間に大きく進展した。

地震予知の諸問題に関して、多くの成果・課題がある

ものの、これまで測地学審議会の地震予知計画に反映し

ていく機構はできていなかった。そこで、この報告書が

出された直後、全国の大学や関係機関の研究者が集まり、

地震の発生予測を効果的に達成するための課題が議論さ

れた。その結果は、今後の地震予知研究計画の骨子とす

るべく「新地震予知研究計画」としてまとめられた（地

震予知研究を推進する有志の会、1998）。

一方、防災計画では、1995（平成 7）年 1 月に起こっ

た兵庫県南部地震を契機に防災対策の見直しが図られ、

1995（平成 7）年 7 月 18 日地震防災対策特別措置法が施

行された。

これを受け、総理府に地震調査研究推進本部が設置さ

れた。地震調査研究推進本部は、科学技術庁長官を本部

長として地震に関する調査研究について、①総合的かつ

基本的な施策の立案、②関係行政機関の予算等の事務の

調整、③総合的な調査観測計画の策定、④関係行政機関、

大学等の調査結果の収集、整理、分析及び評価、⑤上記

評価を踏まえた広報、を行うこととしている。

これにより、調査観測機関（防災科学技術研究所や大

学など）の観測データは気象庁に集中化し、観測調査の

一元化を図り、地震調査委員会で総合評価を行うことと

している（図 4.1）。

また、国と地方公共団体の役割分担を明確にし,地域の

ニーズを踏まえた観測施設の整備や調査等は、地方公共

団体で行うことが位置付けられている（図 4.2）。

神奈川県では、これらの国の方針を踏まえ、1995（平

成 7）年度に科学技術庁の地震調査研究交付金事業とし

て伊勢原断層、北武断層を対象とした活断層調査を実施

した（神奈川県環境部地震対策課、1998）。また、1996（平

成 8）年度には観測施設整備補助金の適用を受け、静岡

県裾野市に地震・傾斜観測施設の増設を行うなど、地域

の観測施設整備や調査を積極的に進めている。

5.　観測手法

温泉地学研究所が行っている各観測の機器仕様や最近

の観測結果などを以下にまとめて示す。

5－1　地震観測

温泉地学研究所の地震観測は、1959（昭和 34）年から

開始された。

当初の目的は、箱根火山で発生している群発地震活動

の監視であった。
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その後、1989（平成元）年に、県西部地震発生の危倶

により、観測機器の更新、テレメータ化による集中処理

機能の強化および観測範囲の拡大が図られた。

1990（平成 2）年度に実施されたＭ７級地震予知研究

および 1991（平成 3）～1993（平成 5）年度に実施され

た県西部地震予知研究事業を経て、県西部地域の観測施

設が充実された。表 5.1.1に観測項目を示した。

（1）観測施設

各観測施設では、表 5.1.1の内容の観測を行っている。

（2）観測システム

地震データは、センサーからの電圧信号を増幅し、ア

ナログ/デジタル（A/D）変換器に出力される。

センサーからの信号は、100Hz で A/D 変換して温泉地

学研究所に伝送され、所内ネットワークで接続された

・地震地殻変動監視端末で 24 時間監視される（図 5.1.1）。

（3）観測データ仕様

以下に観測データの精度等の仕様を、表 5.1.2 に各観

測点毎の仕様をまとめた。

ア　ボアホール型速度地震計

センサー :JTS-23 型（明石製）

成　分　数 :3 成分

固有周波数 :表 4.1.2 参照

出 力 感 度     :表 4.1.2 参照

増　幅　率 :表 4.1.2 参照

イ　地表型速度地震計

セ ン サ ー     :MTD-1C-W 型（振動技研製）

成　分　数 :1 成分

固有周波数 :表 4.1.2 参照

出 力 感 度     :表 4.1.2 参照

増　幅　率 :表 4.1.2 参照

ウ　地表型加速度地震計

セ ン サ ー     :MTD-3C 型（振動技研製）

成　分　数 :1 成分

固有周波数 :表 4.1.2 参照

出 力 感 度     :表 4.1.2 参照

増　幅　率 :表 4.1.2 参照

（4）観測結果

1990（平成元）年 1 月の観測開始から 1998（平成 10）

年 12 月までの観測結果を図 5.1.2に示す。
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マグニチュード 4 以上の地震に対し、発生月日とそのマ

グニチュードを図中に記載した。

5－2　傾斜観測

傾斜観測装置は、1988（昭和 63）年度に地震予知研究

を推進するために行われた地震テレメータ観測装置設置

事業で新たに導入した。

観測は、1989（平成元）年 4 月から箱根火山の 3 ヶ所

で

開始（八巻ほか、1990）され、現在では神奈川県西部地

域の合計 6 ヶ所で観測を行っている。また、1991（平成

3）年度には、観測された傾斜データの補正等を行うため、

傾斜観測補助装置として潮位（水位）計や気圧計を導入

し観測を開始した。

（1）観測施設

各観測施設では、表 5.2.1 の内容の観測を行ってい

る。
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傾斜データは、センサーからの電圧信号がそのままア

ナログ/デジタル（A/D）変換器に出力される。

雨量データは、0.5mm 毎に発生するパルス信号を電圧

信号に変換し A/D 変換器に出力される。

温度（地中、河川、海水）、気圧、水位（湖、河川、潮）

データは、0.2 秒毎に 5 回データを取り込み、最大値と

最小値を除く 3 データの平均を 1 回の瞬時値とし、2 秒

毎に 30 回（1 分）の瞬時値を移動平均した値が A/D 変換

器に出力される。

各種センサーからの信号は、1Hz 毎に A/D 変換して温

泉地学研究所に伝送され、地震観測テレメータ端末で毎

正分のデータを抽出しファイル化される。

ファイル化された各種観測データは、所内ネットワー

クで接続された地震・地殻変動監視端末で 24 時間監視さ

れる（図 5.2.1）。

（3）観測データ仕様

以下に観測データの精度等の仕様をまとめる。

ア　傾　斜

センサー ：JTS-23 型（明石製）

成 分 数 ：2 成分（X:東西、Y:南北）

測定範囲 ：100～0.01 秒角

出力感度 ：100mV/秒角±5%

分 解 能 ：16 ビッ.ト直線量子化、積分

型

増幅器高域折点：30 秒

傾斜補正範囲 ：±3度

固有振動数 ：X=1.8Hz、Y=2.OHz

出力極性 ：X（N-S）地盤 N 下がりで＋出

力

Y（E-W）地盤 E 下がりで＋出

カ

イ　地中温度　センサー:MES-5588 型（明星電気

製）

測定範囲 ：0 ～ ＋40℃

分 解 能 ：0.001℃

精　　度 ：±0.1℃

ウ　雨　量

センサー :RAS-301（明星電気製）

検出方式 ：転倒ます式

分 解 能 ：0.5 ㎜

受水口径 ：200 ㎜

測定精度 ：20mm/h 以下の時±0.5mm

20mm/h 以上の時±3%

開始年月 観 測 項 目 備 考
駒ケ岳 1990.4 傾斜（東西、南北）、地中温度、雨量
湖　尻 1990.4 傾斜（東西、南北）、地中温度
小塚山 1990.4 傾斜（東西、南北）、地中温度
搭の峰 1992.4 傾斜（東西、南北）、地中温度、雨量、気圧
石　倉 1993.4 傾斜（東西、南北）、地中温度、雨量、気圧
　寄 1993.4 傾斜（東西、南北）、地中温度、雨量、気圧

傾斜 芦ノ湖 1992.4 湖水位 小田原土木事務所施設に併設
補助 早　川 1992.4 河川水位、河川温度、気圧 小塚山傾斜観測施設に併設
観測 真鶴港 1992.4 潮位（海面高）、海水温度

傾
斜
観
測

観 測 点
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エ　気　圧

センサー ：QB-851（明星電気製）

検出方式 ：水晶式

測定範囲 ：865～1055hPa

分 解 能 ：0.1hPa

精　度

（器差） ：±0.5hPa

（ﾋｽﾃﾘｼｽ） ：0.3hPa

（較　差） ：±0.5hPa

温度誤差 ：0.02hPa/℃以下（0～30℃）

オ　水　位

センサー ：QWP-8-502E（明星電気製）

測定範囲 ：0 ～ 5m

分 解 能 ：1mm

精　　度 ：±0.05（フルスケールに対し

て）

温度零点変化 ：±0.01%/℃以下

温度感度誤差 ：±0.02%/℃以下

ヒステリシス ：0.05%以下

使用温度範囲 ：－10 ～ +50℃（センサー部を

氷結しないこと）

レスポンス ：約 1 ～ 8 秒

（4）観測結果

1994（平成 6）年 4 月から 1995（平成 7）年 3 月ま

での観測結果を図 5.2.2、図 5.2.3に示す。

観測開始以来、今までのところ地震の前兆および地

震後の変化は観測されていない。

（5）今後の課題

傾斜変化と地震との因果関係を解明するうえで現在

までの観測結果から判明した課題を、以下にまとめる。

傾斜データに影響を与える要因として、潮汐（地球）

や降水の影響があり、気圧も詳しい調査は行っていな

いがデータを見る限り影響を及ぼしている。
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その他、観測点毎のドリフトもあるが、これらの影響

は観測データを蓄積することにまりある程度定量化でき

補正することができる。

現在、温泉地学研究所では、傾斜データの異常の判定

には、以下の 2つの基準を設定している。

○地震断層モデルにより推測された値

○プレート運動モデルにより推測された値

しかし、地震断層モデルによる傾斜変化は、地震が起

こった後の変動量であり、地震前の状態を反映している

のか問題がある。また、プレート運動モデル自体にも、

まだ、モデル改善に課題が残っている。

5－3　地下水位観測

温泉地学研究所では、「なまずの会」の成果を発展させ、

県西部地震予知研究の一環として 1998（昭和 63）年度、

1991（平成 3）年度、および 1993（平成 5）年度の 3 期

にわたり地下水位観測施設の整備を行った。1994（平成

6）年度以降、県西部地域の 6 ヶ所で地下水位の観測を継

続している。

（1）観測施設

各観測施設では、表 5.3.1の内容の観測を行っている。

（2）観測システム

地下水位、気圧データは、0.2 秒毎に 5 回データを取

り込み、最大値と最小値を除く 3 データの平均を 1 回の

瞬時値とし、2 秒毎に 30 回（1 分）の瞬時値を移動平均

した値が A/D 変換器に出力される。

雨量データは、0.5mm 毎に発生するパルス信号を電圧

信号に変換し、A/D 変換器に出力される。

各種センサーからの信号は、データ変換器により 1Hz

毎に A/D 変換された後、毎正分のデータが抽出される。

観測結果はファイル化され、2 日分が常に現地に格納

され、テレメータ端末からの呼び出しにより、'NTT 一般

回線を経由して収集される。

温度データは、孔底に設置したサーミスター式センサ

ーからの出力を、偏差温度として 1000 分の 1 度の分解能

を有するデータ変換器により変換した後、電圧記録式の

データロガーにて、30 分間隔で記録している。現地に蓄

積されたデータは、回収用パソコンにより数ヶ月毎に回

収される（図 5-3.1）。

（3）観測データ仕様

以下に観測データの精度等の仕様をまとめる。

ア　水位

センサー ：QWP-8-502D（明星電気製）

測定範囲 ：0 ～ 5m

分 解 能 ：1 ㎜

精　　度 ：±0.05（フルスケールに対して）

温度零点変化：±0.01%/℃以下

温度感度範囲：±0.02%/℃以下

使用温度範囲：－10 ～ ＋50℃（センサー部を

氷結しないこと）

イ　気圧

センサー ：QB-851（明星電気製）

検出方式 ：水晶式

測定範囲 ：865～1055hPa

分 解 能 ：0.1hPa

精　　度

（器　差） ：±0.5hPa

（ﾋｽﾃﾘｼｽ） ：　0,3hPa

（較　差） ：±0.5hPa

温度誤差 ：　0.02hPa/℃以下（0～30℃）

ウ　雨量

センサー ：RAS-301（明星電気製）

検出方式 ：転倒ます式

分 解 能 ：0.5 ㎜

受水口径 ：200 ㎜

測定精度 ：20mm/h 以下の時±0.5mm

20 ㎜/h 以上の時±3%

エ　温度

センサー ：TXA-36（テクノセブン製）

変 換 器 ：D632-1（テクノセブン製）

検出方式 ：サーミスタ式

分 解 能 ：0.001℃

測定精度 ：0.05℃（温度計として）

フルスケールに対して±0.06%

（偏差温度計として）
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（4）観測結果

1989（平成 2）年の観測開始から 1998（平成 10）年 12

月までの観測結果を図 5.3.2に示す。この期間では、1990

（平成 2）年 8 月 5 日に小田原直下で発生した地震の際

に、前兆が認められたことが報告されている（横山ほか、

1991）。

（5）今後の課題

観測開始以後、今日までの観測により、各観測井の水

位に影響を及ぼす要因と、その程度が明らかになった（表

5.3.2）。

当初、目視で異常の有無を判定していた観測結果の評

価についても、各要因の影響の補正を通して、徐々に客

観性を持たせることが可能になってきた。

実際には、複数の要因が互いに影響し合って地下水位

に作用しており、それらを補正するためのパラメータ自

体も時々刻々変化していると考えられる。したがって、

個々の要因を補正するための手法の確立とともに、常に

最新の観測データをもとにパラメータを決定し、観測結

果の処理にフィードバックするようなシステムが必要で

あると考えられる。

5－4　ＧＰＳ測量

GPS 測量装置は、1991（平成 3）年度～1993（平成 5）

年度に実施された県西部地震予知研究事業で、1991（平

成 3）年度に真鶴・箱根観測点を、1992（平成 4）年度に

山北・中井観測点を導入し観測を開始した。

（1）観測施設

各観測施設では、表 5.4.1 の機器により、表 5.4.2 の

内容の観測を行っている。

（2）測量システム

測量点に設置された受信機は、GPS 衛星からの電波を

受信し、6時間のセッションを、1日に 2 回行なう。

観測中にサイクルスリップが検出された時のデータは、

解析には使用していない。

各成分の解析は GPS 観測解析端末上で、自動で行なわ

れる。解析結果は、ファイルに保存される。

ファイル化された測量データは、所内ネットワークで

接続された地震・地殻変動監視端末で 24 時間監視される

（図 5.4.1）。

表5.3.1 地下水位関係観測項目

観 測 点 開 始 年 月 観 測 項 目 観 測 井 深 度

大 井 1989.4 地下水位、雨量、気圧 300m
小 田 原 1989.4 地下水位、雨量、気圧 300m
南 足 柄 1989.4 地下水位、雨量、気圧 150m
湯 本 1992.4 地下水位、雨量、気圧 300m
真 鶴 1992.4 地下水位、雨量、気圧 300m
二 宮 1996.4 地下水位、雨量、気圧、温度 500m
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（3）測量データ仕様

以下に測量データの精度等をまとめる。

受　　信　　機 ：TRIMBLE 社 4000SSE

電　　　　　源 ：10.5V ～ 35V DC9W

温　度　環　境 ：－20　～　55℃（動作時）

湿　度　環　境 ：100%（耐水）

観　測　方　式 ：搬送波干渉測位方式

受 信 周 波 数 ：L1 と L2 の 2 周波

静止時測量精度 ：5mm＋基線長の 1ppm（水平距離）

10mm＋基線長の 1ppm（垂直距離）

1秒（角度）＋5秒／基線長（㎞）

ア　ン　テ　ナ ：TRIMBLE 社製ジオデティック

温　度　環　境 ：－40 ～ 65℃（動作時）

湿　度　環　境 ：100%（完全防水）

表 5.4.1　ＧＰＳ測量機器

表 5.4.2　ＧＰＳ測量観測項目

受 信 周 波 数 ：L1 と L2 の 2 周波

受　信　仰　角 ：5度

（4）観測結果

1998（平成 10）年 1 月から 1998（平成 10）年 12 月ま

での観測結果を図 5.4.2に示す。

観測開始以来、今までのところ地震の前兆および地震

後の変化は観測されていない。

5－5　光波測量

光波測量装置は、1991（平成 3）年度～1993（平成 5）

年度に実施された県西部地震予知研究事業で、1991（平

成 3）年度に箱根地域を、1993（平成 5）年度に小田原地

域を導入し観測を開始した。

GPS観測施設設置場所 GPS 受 信 機 機 種 観測開始期日

真鶴町役場 Trimble  Navigation社 4000SSE 1992.4～
箱根パレスホテル Trimble  Navigation社 4000SSE 1992.4～
山北・三保ダム事務所 Trimble  Navigation社 4000SSE 1993.4～
中井・岩倉 Trimble  Navigation社 4000SSE 1993.4～

基 線 長 名 基 線 長 (m) 南北成分 (m) 東西成分 (m) 高 低 差 (m)
真鶴一箱根 16077.005 9831.326 12698.700 767.300
中井一箱根 22009.419 10998.066 19051.590 740.791
山北一箱根 18733.694 18237.942 4256.906 483.116
真鶴一中井 21784.709 20840.384 6344.434 26.525
真鶴一山北 29301.021 28063.106 8424.106 284.309
中井一山北 16441.656 7232.334 14763.652 257.785



－27－

（1）観測施設

光波測量の観測施設は、自動測量装置（ADM-6、ADM-8）

と反射器から構成される。表 5.5.1に箱根地域、表 5.5.2

に小田原地域の観測項目をまとめた。

（2）測量システム

測量点に設置された反射器は、1 時間毎に検出され測

量される。反射器の検出は、前回検出された地点を中心

に左右上下 2パルス（1パルスの中心角は約 12.7 秒、10km

先で約 63 ㎝）づつ移動し、感度が最大になる地点を中心

点とする。検出できない場合は、クモが巣を張るように

渦巻き状に検出を行い感度があれば、そこを中心に最大

感度を検出する。一定の範囲を探しても反射感度がない

場合は、次の反射器に移動する。

距離の測定は、1 測線につき 10 回の計測を 1 対回とし

3 対回行い、その中心の 1 対回を測量データとする。気

象データは、距離測定の各対回の間の 2 回測定した値の

平均値とし、距離計測の補正値として使用される。

ファイル化された測量データは、所内ネットワークで

接続された地震・地殻変動監視端末で 24 時間監視される

（図 5.5.1）。

（3）測量データ仕様

以下に測量データの精度等をまとめる。

ア　距　離

センサー ：D13000（WILD 製）

反 射 器 ：円形プリズム（WILD 製）

測定範囲 ：1m ～ 14km（プリズムの素子数や

天候による）

精　　度 ：3～5 ㎜＋1ppm（最小測定範囲：1

㎜）

使用温度範囲 ：－20 ～ ＋50℃

イ　気　温

センサー ：D111（テクノ・セブン）

検出方式 ：合成抵抗式サーミスタ

測定範囲 ：0.0 ～ ＋50.0℃
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使用環境 ：±5 ～ ±45℃、湿度 85%以下

分 解 能 ：0.1℃

精　　度 ：±0.2℃以内

ウ　湿度

センサー ：OW－2（大田計器製）

検出方式 ：毛髪差動変圧型

測定範囲 ：0.0 ～ 100.0％

精　　度 ：±5.0％

工　気圧

センサー ：F-451（横河ウェザック製）

検出方式 ：円筒振動式

測定範囲 ：800 ～ 1060hPa

非直線性 ：±0.2hPa 以内（ヒステリシスを含

む）

温度安定度 ：±0.lhPa 以内/23℃±10℃

使用環境 ：0 ～ ±50℃、湿度 90%以下

（4）観測結果

1997（平成 9）年 4 月の観測開始から 1998（平成 10）

年 3 月までの観測結果を図 5.5.2に示す。

観測開始以来、今までのところ地震の前兆および地震

後の変化は観測されていない。

（5）今後の課題

光波測量による距離の変化と地震との因果関係を解明

するうえで現在までの観測結果から判明した課題を、以

下にまとめる。
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距離データに影響を与える要因として、気温、湿度、

気圧の変化があり、測距儀のメーカーから補正式が与え

れておらず、気温との相関は非常に強く補正後でも相関

係数が一 0.62 と大きい（伊東ほか、1993）。

その他、地すべり等による影響も考えられるが、これ

は測距儀を中心に 6 ヶ所（360。）同時に測量しているの

で、測線間の相関を調べたり現地調査等を併せて行えば

確認することができる。

現在、温泉地学研究所では、地殻の平均限界ひずみが、

られている。しかし、記録を見る限り完全には補正しき

4.4×10-5標準偏差 1.7×10-5（力武、1976）であることや、

現在までの観測結果から、光波測量データの異常判定ひ

ずみを、1.0×10-5 として表 5.5.3 のように基準を定めて

いる。

問題点として光波測量では 3 次元でひずみを測定して

いないので、主ひずみを捉えていない（値が小さく出る）

可能性がある。

5－6　重力観測

重力測定装置は、1995（平成 7）年度に温泉地学研究

所総合研究システムの一部である地震予知総合解析サブ

システムの情報源として新たに導入し、1995（平成 7）

年 12 月から観測を開始した。

（1）観測施設

温泉地学研究所 1階地震計室内の地震計台に設置した。

地震計台は、1,700×3,200×1,250mm のコンクリート製

の基礎の上に 1,500×3,000×3,250mm のコンクリート製

の地震計台が載っており、建物基礎とは縁を切ってある。

表 5.5.3　各測線による異常判定基準

（2）測定システム

重力測定端末から設定された値にしたがって、デジタ

ルフィードバック装置は、重力計を制御し測定値を重力

測定端末に出力する。

現在は、測定値を 2 分間フィルターし、5 分毎にデー

タを出力する設定になっている。

ファイル化された測定データは、所内ネットワークで

接続された地震・地殻変動監視端末で 24 時間監視される

（図 5.6.1）。

（3）測定データ仕様

以下に測定データの精度等をまとめる。

ア　重力加速度（相対値）

センサー ：MODEL D 型（ラコステ製）

測定範囲 ：200mga1

再 現 性 ：0.005mga1

精　　度 ：0.Olmgal

（4）観測結果

1996（平成 8）年 1 月の観測開始から 1997（平成 9）

年 3 月までの観測結果を図 5.6.2に示す。

観測開始以来、今までのところ地震の前兆および地震

後の変化は観測されていない。

（5）今後の課題

重力変化と地震との因果関係を解明するうえで必要な

検討課題を、とりまとめ中である。

現在、重力変化の要因の有力なモデルは、地下水の流

入が考えられているが、火山噴火の場合は岩石の溶融等

箱 根 地 域 異 常 判 定 基 準 基線長 (㎜ ) 基 準ひずみ 閾値 ( ㎜ ) 備 考

大涌谷－早雲山間稜線上 2754557.6 1.0×10-5 28
大涌谷売店裏露岩上 2080381.3 1.0×10-5 21
箱根ﾛｰﾌﾟｳｪｲ姥子－桃源台支柱基台 1257124.7 1.0×10-5 13
深良水門 2220213.8 1.0×10-5 22
長尾峠モチーフ基台 2357201.7 1.0×10-5 24
乙女トンネル坑門上 3572990.0 1.0×10-5 36
前川小学校 8241880.7 1.0×10-5 82
西相下水酒匂管理センター 3781129.1 1.0×10-5 38
昭和女子大学研修所 9643766.4 1.0×10-5 96
久野霊園 3757336.9 1.0×10-5 38
米神農道 4057201.1 1.0×10-5 41
真鶴三井不動産マンション 11397315.0 1.0×10-5 114 海上測線
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による影響も考えられる。

温泉地学研究所で導入した MODEL D 型の重力計の精度

は.、異常が検出される限界の測定性能であることも考慮

して活用方法を検討しなければならない。

また、本重力計は、ポータブルタイプで持ち運びも可

能なため、野外における重力測定等も併せて行えば効率

的な地震予知研究が推進できる。

6.　観測の運用

6－1　観測データの把握

箱根火山とその周辺地域において地震活動や地殻変動

観測の効率化及び観測データ収集の迅速化を図るため、

観測システムのテレメータ化を進めてきて以降、箱根火

山及び県西部地域に配置した各観測施設のデータは、温

泉地学研究所の観測室に集約し、データベース化が図ら

れている。各観測の運用は図 6.1.1 に示す手順により行

ない、各観測データは項目別の担当職員とコンピュータ

による自動処理によってチェックを行っている。

担当職員は勤務日、朝 1 回の点検により前日までのデ

ータについて、日あるいは.1 週間、1 ケ月分のデータと

比べ異常変化がないか等を確認する。

地震観測では箱根火山内の観測点による連続モニター

記録から初期微動継続時間（S-P 時間）が 5 秒以内の地

震が記録されている時間を箱根火山と箱根以外に分け、

記録する。その後、リガー記録された地震は全て震源決

定を行う。

これらの点検後、各観測項目毎に担当者はデータが正

常であるか異常であるか等を区別し、日誌に記録する。

コンピュータによる自動処理では、地震及び地下水位

等による地殻変動の観測データをデータベース化し自動

解析する「地震予知総合解析サブシステム」を含む「温

泉地学研究所総合研究システム」を開発し、観測データ

の 24 時間監視を行っている。勤務時間外に異常データを

観測した場合には、ポケットベルにより関係職員に自動

通報を行っている。
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6－2　地震情報部会

観測施設のテレメータ化が行われて以降、各データは

それぞれの担当者が点検し、日誌にまとめていたが、1995

（平成 7）年 4 月新庁舎に移転後、研究部長を中心に県

西部地震検討会を設け、データの状況や地震活動などを

検討していた。

その後、県西部地震への対応を強化し、情報を正確・

迅速に伝達するため 1997（平成 9）年 4 月に検討会の名

称を地震情報部会と改め、研究部長、地震、地下水関係

職員で構成する研究所の正式な部会として発足させた。

その後、1998（平成 10）年 4 月に研究部にグループ性が

導入されたため、部会は地震・火山グループ職員で構成

し、部会長はグループリーダが担当している。

地震情報部会では、地震活動に関する観測・調査の運

用調整を図かり、毎月 1 回前月の観測データを検討し、

県西部地域の地震活動状況の把握に努めている。また、

これらの観測結果を基に、日常観測、地震活動・地殻変

動に異常変化が生じた場合の対応、被害地震が発生した

場合の対応等の事項について対応マニュアルを整え、部

会の運用を進めている。

6－3　観測データの公表

平常時の観測データは、地震予知研究資料として活用

するほか、月毎に「県西部地域の地震活動」としてまと

め、地震対策課、横浜地方気象台、県警災害対策課及び

県西部地域の市町など（22 ヶ所）に情報提供している。

また、箱根火山に群発地震が発生した場合、県内で震

度 3 以上の有感地震が発生した場合および地震情報部会

によって観測データが異常と判断された場合には、観測

データをとりまとめて地震対策課及び横浜地方気象台に

「温泉地学研究所地震情報」として情報提供を行ってい

る。関係市町村やマスコミなど、外部への情報提供は地

震対策課を通じて公表することとしている。

最近、国や大学などの関係機関ではインターネット等

を利用し、積極的にデータの公開を進めている。また、

静岡県では気象庁が公表している地震活動状況を毎週定

期的に新聞に掲載するとともに NHK テレビでも 5 分間程

度の時間をとって公表している。温泉地学研究所におい

ても、情報提供のあり方については今後の課題としてい

る。

7.　今後の取組み

1995（平成 7）年 1 月 17 日阪神・淡路地域に大震災を

もたらした兵庫県南部地震は、戦後最大の大都市複合住

宅ビルの倒壊、大規模な延焼火災の発生、都市機能を支

える交通施設、ライフラインの被災、そして 6,500 人を

超える多くの犠牲者の発生と長期避難生活等をもたらし、

改めて地震災害による被害を軽減していくことの必要性

を認識させた。

さらに、この地震を契機に国や自治体における危機管

理体制や地域の防災計画の見直しが図られた。平成 7 年

7 月には地震防災対策特別措置法に基づき総理府に地震

調査研究推進本部が設置され、国の地震調査研究の推進

体制が改められた。平成 9 年 8 月には同推進本部から神

縄・国府津一松田断層帯の地震発生の可能性が報告され

るなど状況が変化している。

神奈川県においても東海地震、神奈川県西部地震、南

関東地域の直下を震源とする地震を想定し、1995（平成

7）年 9 月に「神奈川県地域防災計画」の改訂を図かった。

このような中、今後、神奈川県の地震観測・調査研究

をより一層推進するためには、国の動向を踏まえて温泉

地学研究所の地震観測・調査研究体制の充実強化につい

て整理検討する必要が生じてきた。
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このため、地震防災対策を所管する地震対策課と地震

観測・調査研究を所管する温泉地学研究所は、1997（平

成 9）年度に「地震調査観測体制整備検討会」を設置し、

地震観測・調査研究に関する現状の把握、課題の抽出、

今後の取り組みの方向等について検討し、地震調査観測

体制整備検討会報告書として取りまとめた（地震調査観

測体制整備検討会、1998）。

ここでは地震調査観測体制整備検討会検討結果報告書

から、県の取り組みの意義、今後の取り組み方向等につ

いて以下にまとめて示す。

7－1　県の取り組みの意義

（1）地震予知研究の推進における役割

県西部地震のような直下型地震については、神奈川県

に及ぼす影響を考えると、県としても、その被害を軽減

するために国と連携を図りつつ、可能な地震観測・調査

研究に取り組む必要がある。平成 8 年 3 月に改定した神

奈川県地域防災計画（地震災害対策計画）にも観測・調

査研究活動の強化を位置づけられている。

神奈川県西部地域は地震活動の活発な地域である。温

泉地学研究所が実施している地震活動等の調査研究によ

り、それらの地震発生の活動様式、地震活動から見た地

下構造等の解明が図られている。

神奈川県は、大陸プレート、太平洋プレート、フィリ

ピン海プレート、北米プレートが錯綜する世界的にも特

異な地域であり、学術的にも注目されている。そのため、

温泉地学研究所では、この地の利を生かし、地元ならで

はの県西部地震の学術的な予知研究を推進する役割を担

っている。

（2）地震応急対策上の役割

大規模な地震災害が発生した場合、発災直後の応急活

動を適切に実施するとともに、その後の応急対策を効果

的に実施するためには、地震活動の情報を正確に把握す

ることが必要である。

このため、温泉地学研究所は、県・市町村災害対策本

部及び防災関係機関へ地震活動に関する情報（余震情報.

地殻変動情報）の提供と、その地学的な解説を行う役割

を担っている。

（3）日常的観測研究結果の公表による防災関係機関、県

民等への啓発

防災関係機関や県民等が、それぞれの立場において適

切な地震対策を進めるためには、県のおかれた地震環境

について正しく理解しておく必要がある。

このため、温泉地学研究所は、観測成果をまとめた月

報や有感地震発生時の速報などの情報提供、研究成果発

表会や地質講演会等の開催により、地震活動、プレート

運動、活断層等に関する普及啓発を図る役割を担ってい

る。

（4）箱根火山の監視

温泉地学研究所が、地震観測を開始した契機となった

のは、昭和 34 年 9 月から昭和 35 年 4 月にかけて発生し

た箱根火山の群発地震であるが、現在も箱根火山は大涌

谷を中心に活動している。

このため、温泉地学研究所は、箱根火山における震源

分布や群発地震の特性等を明らかにし、火山活動の監視

の役割を担っている。

7－2　取り組みの方向

（1）神奈川県西部地震の予知研究の推進

現在まで進めてきた地震、地下水位、傾斜、光波測量、

ＧＰＳ測量に加えて、地震予知研究手法の多様性の観点

から、地電位、電磁波等の電磁気学的観測手法を研究課

題とすることが適当であると位置づけ、名古屋工業大学、

東海大学等の他の研究機関との共同研究により、県西部

地震の予知研究を推進していく（ただし、県独自の観測

施設の整備は行わない）。

今後はこれまで整備した観測施設の活用を図り、さら

に、以下のような調査研究を推進していく。

①前兆現象の検出および観測手法の開発について

・地震活動の統計処理による時空間的異常の検出や地震

波形を用いた地殻の応力変化検出の研究の推進。

・潮汐などの影響を補正するプログラムを利用し、応力

蓄積に伴う地殻の相対的な変位の検出。

・地下水・温泉などの地球化学的観測による観測手法の

開発。

・他機関と協力した電磁気学的解析の推進。

図 7.2..1にこれらの調査研究体系を示す。



－34－

②前兆発生メカニズムの解明について

箱根火山を地殻の歪み計と考え、県西部地震の発生準

備段階にともなう応力変化を火山活動（火山性地震や地

殻変動）を通して検出するという考え方が提案されてい

る（大木・平野、1990）。

また、地震発生準備過程における震源の核の形成や地

殻内の物性変化に伴う地殻変動、地震活動、温泉活動、

地下水変化は、地殻内の応力・歪みの蓄積過程を反映し

ていると考える。この地殻内の応力・歪みの蓄積過程は、

地殻の地質学的および熱的構造と地震活動や地殻変動に

よる応力解放現象に支配される。

この応力・歪みの蓄積過程を理解するために、地殻内

の地震波散乱構造、深層水分布や温度構造を調査し、前

兆発生メカニズムの解明に取り組む（図 7.2.2）。

③地震発生シナリオの構築について

断層面に応力が集中するにしたがい、地表面近くで起

きる歪みの集中が急激に増加することや、地震の 1 日か

ら 10 日前に震源の核が大きく成長すると考えられている

（Scholz、1990）。

そこで、この変化を予測するために、県西部地域の地殻

変動モデルを構築する。その予測結果と観測データどの

比較から、地殻内の応力蓄積過程をシミュレーションし、

震源の核の形成や地殻内の物性変化にもとづく県西部地

震の発生シナリオを検討する。

また、地震発生モデルを構築するために、震源分布や

地殻変動データから想定断層を推定する。このモデルを

もとに、前兆的断層面上のすべりが存在した場合の各観

測点で期待される変動量を推定する。

（2）　南関東地域直下の地震に対する観測体制の整備

平成 9 年 4 月 1 日現在、県内には、防災科学技術研究

所、国土地理院等の研究機関により、地震調査観測施設

278 施設が設置されている。

一方、温泉地学研究所では、平成 3 年 4 月からは防災

科学技術研究所および建設省建築研究所と、平成 8 年 4

月からは東京大学地震研究所と地震観測データの相互利

用を行っている。

東京大学地震研究所と相互利用を行っている地震観測

点は一部が県東部にも配置されている。しかし、南関東

地域直下の地震に対応する地震情報を提供するためには

観測密度が粗く、十分な観測精度が得られない。

そのため、今後は、気象庁、防災科学技術研究所及び

横浜市消防局の地震観測データや国土地理院のＧＰＳデ

ータ等の共有化により、南関東地域直下の地震に対する

実質的な観測網の拡充を進めていく。
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（3）神縄・国府津一松田断層帯の観測体制の整備

活動期に入っていると評価（地震調査研究推進本部、

1997）されている神縄・国府津一松田断層帯の全体の変

動状況を監視する必要があり、主要構成断層である国府

津一松田断層については、「地震に関する基盤的調査観測

計画」に基づき、国土地理院によりモニタリングが行わ

れている。

しかし、神縄断層については、主要構成断層の一つで

あるにもかかわらず、モニタリングが行われていない。

そこで、温泉地学研究所において、国が神縄断層を対

象にした GPS 観測を行うための電子基準点の最適地につ

いて調査検討を行い、県として、地震調査研究推進本部

及び国土地理院に対して、神縄断層のＧＰＳ観測を行う

ための電子基準点の設置に向けて、積極的に働きかけて

いく。

（4）観測施設の更新

温泉地学研究所は、現状の観測精度を維持しモニタリ

ングを実施するため、今後、現観測地点及び観測手法に

ついても再配置や廃止も視野に入れながら、観測施設の

更新を行っていくこととする。テレメータ装置及びコン

ピュータの更新にあたっては、最新の機器に合わせたシ

ステム設計を行う必要があり、調査設計を行った上で更

新を図る。

（5）研究体制の見直し及び業務の改善

県では神奈川県西部地震への取組み以外にも南関東直

下の地震、神縄・国府津一松田断層帯に対応する取り組

みなど、多くの山積みした課題に対して、温泉地学研究

所の研究体制、研究バックアップ体制の見直しが必要で

ある。
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そこで、他機関とデータの共有化の促進を図り、解析

作業の協力体制を構築し、予知研究の推進を図る。その

ためには、県庁内外のコンセンサスが必要であり、引き

続き地震対策課及び温泉地学研究所において、今後も検

討を進めていくとともに、必要な見直しがされるよう関

係機関に働きかけていく（表 7.2.1）。

8.　今後に向けて

地震予知とは、「いつ」（時期）」、「どこで（場所）」、「ど

の程度の大きさ（規模）」の地震が起こるかを地震発生前

に予測することである。現段階では、この 3 つの要素を

同時に、業務として警報が出せるほどの確度をもって予

測することは一般的に困難であり、「地震予知の実用化」

については見通しが立っていない<測地学審議会、1998）。

しかしながら、地震災害の大幅な軽減を図るためには、

地震予知研究の推進は重要である。

地震災害による被害を軽減するためには、根本的には

構造物の耐震化等地震に強いまちづくりを進めることも

重要であるが、地震予知の実用化が実現されれば人的被

害を軽減することができる。

そのために、県西部地震発生過程の地震活動や各種の

地殻変動を捉え、予知手法の確立を図っていくため、引

き続き、温泉地学研究所が中心となって観測体制を整備

し、地震活動の監視を行うとともに、県西部地震の予知

研究など地震観測・調査研究を進めている。これらの取

り組みによって、防災関係機関や県民等が、県のおかれ

た地震環境について正しく理解を深め、それぞれの立場

において適切な地震対策を進め、地震災害の軽減に向け

るための役割を担えれば幸いである。
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